
（別紙様式２－２）                                               （特別支援学校用） 
 

 熊本県立松橋支援学校 令和４年度（２０２２年度）学校評価計画表 
 

１ 学校教育目標 

児童生徒一人一人の個性を大切にし、きめ細やかで専門性の高い教育活動を通して、自立と
社会参加に向けて、豊かな人生を切り拓く児童生徒を育てる。 

 

２ 本年度の重点目標 
（１）  肢体不自由教育校及び寄宿舎設置校として、魅力に溢れる特色ある学校づくりを推進する

。 
（２） 学習指導にあたっては、指導と評価の一体化及びＰＤＣＡサイクルを意識し、指導後の評

価を基にして、より良い次の指導・支援につなげるように取り組む。 
（３） 切れ目のない支援体制の構築のため、一貫した指導・支援が提供できるよう、個別の教育

支援計画、個別の指導計画等による引き継ぎを確実に行い、指導・支援の継続を図る。 
（４）  新学習指導要領に即した取組においては、示された各教科等の内容を十分踏まえ、 児童

生徒の実態に応じて、各学部・学科の教育課程の中で適切に取り扱っていく。 
（５） 一人一人の可能性を見出し、希望する進路の実現を図る取組を充実させるために、 進路

学習を工夫する。 
（６） 障害者差別解消法に示されている、障がいを理由とする不当な差別的取扱を禁止するとと

もに、インクルーシブ教育システムの実現に向けた適切な合理的配慮を提供していく。 
（７）  共生社会の実現をめざす観点から、近隣小中学校、高校、関係団体等との交流及び共同学

習並びに居住地校交流に積極的に取り組んでいく。 
（８）  人権教育に関する研修を一層深め、同和問題に関する基本的認識を深め、具体的実践を高

める。また、すべての教育活動において、人権教育の視点を踏まえ、人権尊重を徹底し、互
いの良さを認め合う学校づくりをさらに進める。 

（９）危機管理、総合型学校運営協議会において、地域と連携した防災体制を構築する。  学校
保健及び学校安全の一層の充実を図り、心身ともに健康で安全に学校生活が送れ る学校づく
りを推進する。 

（10） 特別支援教育コーディネーター、スーパーティーチャーを中心として、センター的機能の
一層の充実を図り、巡回相談や研修等での支援等を通して地域における特別支援教育の推進
に寄与する。  

（11） 実践研究の推進並びに各種研修・校外研修等への出席・復講により、全職員が資質と専門
性を一層高め、特別支援教育及び教育全般に係る喫緊の課題や最新の状況等の認識を深める
ための機会を充実する。また、日ごろの職務を通して、専門性を向上させるためにＯＪＴの
推進を図る。 

 

３ 自己評価総括表 
 評価項目 

評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価 成果と課題 
大項目 小項目 

 
学校 
経営 

 

肢体不
自由校
として
魅力に
溢れる
特色あ
る学校
づくり 

松橋支援学校
の児童生徒と
しての自覚と
誇りの更なる
育成 

児童生徒が自
らの特性を活
かし､学習･文
化･体育等あ
らゆる分野で
力を発揮する
。 

各種の大会･コ
ンクール･検定
等へ、積極的
に出場･出品す
る｡ 

 
 
 
Ａ 
 

各種コンクール等へ積極的に出
品し､入賞並びに表彰を受けた｡
             

職員一
人一人
が力を
発揮し
やすい
学校づ
くりの
推進 
 

職員一人一人
の専門性の向
上､教育活動
への反映 
 

全職員が専門
性の向上を意
識した取組で
、活気ある学
校となる。 

各職員が教材
研究､指導方法
等の確認など
自己研鑽に努
め､実践する｡ 

 
 
Ｂ 

各学部で日々の授業作りに連携し
て取り組み、魅力的な授業実践に
努めた。ＩＣＴ機器も積極的に活
用した。                 

児童生徒・保
護者が安心安
全に感じられ
る学校をつく
る。 

｢命を守る｣こ
とを第一に防
災･防犯教育、
事故防止を実
践する。 

 
 
Ｂ 

寄宿舎も含め､児童生徒の安全
・安心を第一に考えた職員の取
組姿勢が見られ、学校全体に反
映されていた。 

計画的･効率
的かつ協力的
な業務遂行 

・毎週定時退
勤日(18時退
勤)の継続。  
・職員各自に
よる正規の勤

・総務会、衛
生委員会で各
職員の勤務時
間以外の従事
状況を共有し

 
 
 
Ａ 

勤務時間以外の従事時間の平均
が17時間で昨年度より約3時間
減少できた。 



務時間以外の
従事状況を管
理。 

該当職員への
助言を行う。 

 
授業の 
充実 
 

新学習
指導要
領と児
童生徒
の実態
に応じ
た教育
課程編
制 
 
 
 
 

児童生徒の学
習評価をもと
にした各教科
の指導内容及
び指導時数の
検証 
 

教育課程編成
の視点として
、児童生徒の
学習評価の検
証を明確化す
る。 
 

児童生徒の学
習評価の集計
を行い、学習
内容や教育課
程の時数、指
導形態の検証
を行う。特に
各教科等を合
わせた指導に
おいては各教
科の観点の評
価を行い、バ
ランスの修正
に活かす。 

 
 
 
 
 
 
Ｂ 

各学部において、児童生徒の実
態に沿った目標設定、指導内容
・指導体制の工夫を行い、目標
達成度と、教育課程の実施状況
から、次年度の教育課程を検討
することができた。 
教科等を合わせた指導について
は、教科を意識した目標設定を
徹底し、教科内容や教科のバラ
ンスを検証することができた。 

小・中・高間
の指導内容の
つながり 
 
 

各教科等を合
わせた指導に
おける教科ご
との指導時数
の偏り軽減及
び各学部の指
導内容の連続
性確保を図る
。 

教科等の目標
や指導内容に
ついて、各教
科内容表を活
用することで
連続性を確保
する。 

 
 
 
 
Ｂ 

各教科内容表の活用については
､各学部目標設定の段階で活用
することができており、教育課
程検討委員会で、各学部の状況
を共有することができた。 
学習した指導内容や各教科内容
表の目標と経過を確実に学部間
の引継ぎ会議で伝えることとし
ている。 

児童生
徒の豊
かな人
生を目
指した
、一人
一人の
教育的
ニーズ
に応え
る実践
の充実
及び職
員の専
門性向
上 

今年度のテー
マに沿った研
究の推進 

児童生徒一人
一人の「主体
的・対話的で
深い学び」と
は何か、やそ
の視点で行う
授業改善につ
いて認識を深
める。職員間
で共通理解を
図り、学校全
体で共通の視
点を持ち授業
改善を行うこ
とができる。 

理念を共通理
解する全体研
を実施し、認
識を深める。
学部研や授業
研の協議の柱
としても「主
体的・対話的
で深い学び」
の視点を取り
上げる。年間
を通して、各
学部は共通の
視点で実践に
取り組む。 

Ｂ 

5 月の全体研での「主体的・対話

的で深い学び」への共通理解を基

礎にして、各学部の実状に応じた

テーマに沿った授業改善を行っ

た。iPad を活用した事例研、研究

授業、授業研究会での Zooｍを使

用したグループディスカッショ

ン等、ＩＣＴ機器も活用し、を実

施し、共通の視点を持って授業改

善に取り組むことができた。 

 

専門性向上研
修の充実 

肢体不自由支
援学校として
の専門性を向
上させ、授業
の充実につな
げる。 

各学部からの
ニーズを基に
、外部専門家
を活用した講
師招へい研修
を実施する。
また、各支援
学校で実施さ
れるオンライ
ンセミナーや
授業研究会等
に参加、復講
し授業実践に
活かす。 

Ｂ 

講師招聘研修は、対象事例生徒へ

の指導、助言を複数回実施し、そ

の様子は、動画で記録し全校で共

有した。校内研修は全員でオンラ

インでの動画視聴に取り組んだ

り、希望者参加の教材作成研修や

教育座談会を実施したりする等、

様々な方法で専門性を向上させ

ることができた。 

キャリ
ア教育 
(進路 
指導) 

各学部
で一貫
性を持
ったキ
ャリア
教育の

各学部におけ
る内容の妥当
性と関連性 

キャリア教育
の全体計画に
基づいた実践
を行う。 

各学部で取り
組む学習内容
の教育課程へ
の位置づけや
関連づけ等検
討を行う。 

 
 
Ａ 

身につけてほしい力を意識して
教育課程への位置づけと関連づ
けを行い、検討を重ねた。 



推進 
 
 

各学部間にお
ける連携 

体験学習や進
路学習等情報
交換を密に行
い、連携を深
める。 

学部を超えて
、体験学習参
観や報告会参
加等の機会を
設け、進路意
識が高まるよ
うにする。 

 
 
Ｂ 

体験学習見学や報告会のオンラ
イン視聴などを行った。先輩を
招いての進路学習も行い、進路
意識の高まりが見られた。 

ニーズに応じ
た進路学習の
実施 

定期的に個別
面談を行い、
児童生徒のニ
ーズを把握し
、実態に応じ
た進路学習の
充実に努める
。 

卒業後の生活
を見据えた学
習内容につい
て検討を重ね､
取り組みを充
実させる。卒
業生や関係諸
機関の人材を
活用しながら
内容の更なる
充実を図る。 

 
 
 
 
Ｂ 

体験学習において課題の把握を
行い、進路学習に結びつけるこ
とができた。また、卒業生の講
話を取り入れ、将来の働き方や
進学先での学び方など学習する
ことができた。感染の状況で、
希望する体験学習が行えないケ
ースがあったため、実習先の確
保が課題である。 

生徒 
(生活) 
指導 

 

生活面
におけ
る指導
の充実 
 
 

児童生徒の自
己指導能力の
育成 
 

高等部規則の
確認・見直し
、全生徒への
周知・確認を
行う。 

高等部規則に
ついて生徒会
で内容を確認
し、必要に応
じて見直しを
行う。また、
学期初め等、
全生徒に周知
・確認する機
会を用意する
。 

 
 
 
 
 

 
Ｂ 

生徒会を中心に高等部規則の見
直しを行った。生徒会にて、一
つ一つの規定を丁寧に確認し主
体的な議論ができる時間を設定
することで、生徒の意見を反映
した改訂素案を提案することが
できた。素案は生徒会で検討後
、高等部集会にて提案し、その
後、高等部職員会議にて内容を
協議し、高等部規則の一部を改
訂することができた。１２月中
には生徒・保護者に高等部規則
を配付し、周知を図った。 

生活目標を自
ら考え、実践
し、評価する
体制づくりを
行う。 

児童生徒会に
より月ごとの
生活目標の設
定、提案を行
う。また、各
学級の取組の
様子（評価）
を「頑張り表
」として提示
したり、学部
集会等で「頑
張り発表」と
して発表した
りする。 

 
 
 
 
 
 
 
Ｂ 

小・中学部においては、学期末
の児童生徒総会にて頑張ったこ
とを発表する場を設けることで
、日常生活における目標や成果
を振り返ることができた。高等
部においては、「高等部マンス
リーゴール」の取組にて、高等
部目標を「相手の良いところを
見つけ、思いやろう」に決め、
各クラスで具体的な目標を立て
取り組んだ。友達のよいところ
等をカードに記入した。生徒全
員が確認できるよう廊下に提示
することで、高等部全体で生徒
の良さを共有することができた
。 

人権教
育の推
進 

「命を
大切に
する心
を育む
指導」
の充実 

教師自身の同
和問題への認
識を深め、児
童生徒の命と
人権を大切に
する雰囲気を
作り出す。 

児童生徒一人
一人の声や姿
をよく聞き、
みつめながら
、思いや良さ
を分かり、か
かわっていく
。 

人権目安箱や標
語、 
挨拶運動など学
部 
ごとに実践を積
み上げる｡ 
教師は１人１レ
ポートを作成し
、自分たちの実
践を見つめなお
す。 

 
 
 
 
 
Ｂ 

 児童生徒会や人権推進委員を中
心に、各学部で絵本の読み聞か
せや、友達のよいところ探し等
さまざまな取組みを行った。ま
た、人権ポスター等の掲示も積
極的に行い、人権啓発に取組ん
だ。学校全体で人権を大切にす
る意識を持って互いにかかわる
姿が多く見られた。 

人権意
識の向
上 
 
 

職員の人権意
識の向上 

児童生徒への
かかわりにつ
いて教師集団
で振り返る中
で、指導や支
援を見つめ直
し､その質を
高める。 

職員間で語り合
い振り返り、改
善する。ニーズ
に沿った研修を
実施し、人権意
識を高め差別を
許さない環境を
作る。 

 
 
 
 
 
 
Ｂ 

外部講師による講話において【
第三次とりまとめ】や部落差別
について話しを聞き、法律や現
実の事象について学んだ。また
、代表レポート研修を行い自分
たちのかかわりや役割について
振り返り見つめ直す機会をもう
けた。児童生徒に寄り添いなが



らかかわる姿が多く見られた｡ 
今後も日常的に学び合い人権意
識を高めていく。 

いじめ
の防止
等 

いじめ
問題の
未然防
止・早
期発見
・早期
対応 
 
 
 
 
 
 

児童生徒の実
態に応じた取
組 

各学部や寄宿
舎において、
児童生徒を主
体とした取組
の充実を図る
｡ 

集会等でいじ
め防止に向け
た啓発活動や
それぞれの取
組を行う。取
組は校内及び
寄宿舎内の掲
示し、いじめ
を許さない環
境をつくる。 

 
 
 
Ｂ 

各学部・寄宿舎において、年間計

画を立てて実施した。各学部の取

組を、「いじめ防止対策推進委員

会」にて報告、情報共有するとと

もに、その場で出た意見を参考

に、その後の取組計画を見直し、

実施することができた。 

 

丁寧な実態把
握と情報共有 

いじめの発見
につながるア
ンケート、相
談体制、支援
体制を整備す
る。 

各学期１回、
年３回のアン
ケート及び個
別面談を実施
する。適時、
結果や気づき
の情報共有を
図る。 
スクールサイ
ンを適宜、児
童生徒に周知
する。 

Ｂ 

年度初めにスクールサインの周
知や設定方法の説明を行ったり
、いじめ・なやみアンケートを
各学期（６月、１２月、２月）
に実施したりして、いじめの早
期発見につながる体制を整える
ことができた。アンケートでは
、「いじめをした・された・見
た」等、いじめの疑いのある項
目は全て「ない」との回答であ
ったが、悩みを抱えている生徒
を数人確認した。 

組織的かつ継
続的な対応 

いじめ問題に
対する職員一
人一人の感度
を高め、いじ
め未解消ゼロ
を実現する。 

年３回いじめ
防止対策推進
委員会を開催
する。外部専
門家の指導の
下、定義に沿
って正しく認
知し､適切な対
応に努める。
職員研修を実
施し、いじめ
問題の捉え方
、組織的な対
応、解消に向
けた取組等に
ついて全職員
で確認する。 

Ｂ 

いじめ防止対策推進委員会を各

学期に１回（７月、１２月、３月）

に実施した。いじめの定義や本校

における基本方針や対応マニュ

アル、年間指導計画等を提案し、

情報共有することができた。外部

専門家から助言を受け、より丁寧

な対応ができるよう、いじめ対応

マニュアルの見直しを行った。 

いじめ防止研修を実施し、いじ
めの定義や組織的対応の必要性
を確認し、職員全体で共有する
ことができた。いじめの定義に
ついては定期的に各学部で確認
し、いじめ対応について、理解
や意識を深めることができた。 

地域 
支援 

一人一
人の教
育的ニ
ーズの
把握に
基づい
た支援 
 

巡回相談及び
教育相談の実
施 

校外からの巡
回相談や教育
相談の依頼に
可能な限り応
じる体制を整
える。 

特別支援教育C
o、スーパーテ
ィーチャーを
中心に巡回相
談担当者が協
力し、巡回相
談、教育相談
に応じたセン
ター的機能を
果たす。 

Ａ 

担当者で連携を取り、情報共有
しながら、巡回相談、教育相談
を実施することができた。巡回
相談については、本校から利用
を呼びかける連絡を行うなどし
て、積極的にセンター的機能を
果たした。 

地域に
おける
特別支
援教育
の推進 

宇城地域の地
域連携協議会
への協力 

各地域連携協
議会に参加し
、特別支援教
育推進を図る
。 

特別支援教育C
oを中心に各地
区の担当者を
決め、専門的
な立場から連
携協議会に参
加し、各々の
要請に応じて
いく。 

 
 
 
 
Ｂ 

できる限り協議会に参加し、必
要に応じて意見を述べたり、情
報提供するなどすることができ
た。 



地域連
携(ｺﾐｭ
ﾆﾃｨ･ｽｸ
ｰﾙなど
) 

地域と
ともに
ある学
校づく
りの推
進 

学校運営協議
会の推進 

学校の具体的
な取組みにつ
いて地域住民
、保護者が意
見を交換し学
校運営に反映
させる。 

学校運営協議
会を年間２回
開催し、各委
員からの意見
を参考にして
地域との協力
体制を構築す
る。 

 
 
Ｃ 

昨年度に続きコロナ禍の状況で
来校しての会議が開催できなか
った。次年度に向けて環境整備
を整えながら開催できるように
したい。 

保健安
全指導 

児童生
徒職員
の安全
を守る
ため、
地震津
波・火
災等の
避難に
関する
取組の
充実 

「危機管理マ
ニュアル（地
震・津波）」
の改訂 

昨年度の「危
機管理マニュ
アル（地震・
津波）」をＰ
ＤＣＡサイク
ルに基づいて
改善する｡ 

各種避難訓練
を通して、防
災上の課題を
明らかにし「
危機管理マニ
ュアル（地震
・津波）」を
見直し、改善
につなげる。 

Ｂ 

年間を通して、火災避難訓練、
シェイクアウト訓練（３回）、
豊川小学校との地震・津波合同
避難訓練、引渡し訓練等の各種
訓練に取り組んだ。訓練後に意
見を出し合い、適宜マニュアル
を改善している。大きく改訂し
た場合には職員間で共通理解を
し、内容の周知徹底を図ってい
きたい。 

 引き渡し訓練
の実施 

地震が発生し
た場合を想定
し、引き渡し
訓練を実施す
る。 

保護者や職員
の動きを確認
するために全
学部一斉に訓
練を実施し、
その後の改善
につなげる。 

Ｂ 

本年度初めて「防災の日」を設
け、「合同避難訓練→防災給食
→引渡し訓練」を１日かけて実
施した。発災時の安全面を考慮
して、送迎の車両ルートを晴雨
同じにしたり、体育館での引渡
しがスムーズにできるように動
線を工夫したりした。事故やト
ラブルもなく終わることができ
、今後、緊急時にも慌てずに引
渡しができる体制が整った。 

医療的
ケアの
円滑な
実施の
推進 

外部機関や保
護者と連携し
、実施要項に
基づいた円滑
な実施 

保護者の理解
と外部機関の
協力を得なが
ら、医療的ケ
アに関する事
故を防止する
。 

保護者との引
き継ぎを確実
に行い、対象
児童生徒の健
康状態を関係
職員で把握す
る。校内ほほ
えみ連絡会で
は、医療的ケ
アが安全・確
実に実施でき
るよう、共通
理解を図る。
体調急変時の
マニュアルの
確認を行うと
ともに、対象
児童生徒の状
態の変化があ
った場合には
、速やかに改
定し周知する
。 

Ｂ 

必要に応じて校内ほほえみ連絡
会を開催し、担任や学部主事等
と児童生徒の現状について情報
共有し、その後の対応について
検討できた。 
拡大ほほえみ連絡会へは保護者
の参加もあり、欠席された保護
者からは日頃の医療的ケアに対
するご意見をいただくことがで
きた。また、熊本県こども総合
療育センターの医師も出席され
助言をいただいた。本校は看護
師が人材派遣会社から派遣とな
っているため、今後療育センタ
ーの医師とどのような連携を図
っていくか検討が必要であると
考える。 
体調急変時マニュアルの確認は
、個々の緊急性に応じて行うこ
とができ、関係者にも周知する
ことができた。 
保護者との登下校時の引き継ぎ
に関しては、来年度へ向けて、
関係者で共通理解を図っておく
必要がある。 

情報教
育 

ICTを
活用し
た教育

ICT活用に伴
う校務の情報
化 

教員用端末や
Googleクラウ
ドサービス等

Googleclassro
omを活用した
校内情報共有

Ｂ 全職員が閲覧可能なclassroomを
作成し、必要に応じて研修等の
案内や周知文書の掲載等、積極



の情報
化の推
進 

を活用し、校
務の情報化を
強化する。 

のデジタル化 的な活用を推進することができ
た。また、校内研修等の資料を
紙媒体で配布せず、classroomに
掲載し、各自で教員用端末にダ
ウンロードするよう周知するこ
とで、会議資料のペーパレス化
を推進することができた。 

ICTを活用し
た教育の推進 

ＧＩＧＡスク
ール構想に向
けたICT活用
向上を目指す
。 

研究研修部やI
CTプロジェク
トチームと連
携し、ICTを活
用した教育実
践の情報共有
や本校のニー
ズに応じた校
内研修を実施
する。 

Ｂ 教科指導におけるＩＣＴ活用、
情報教育、校務の情報科に積極
的に取り組み、６月には学校情
報化優良校認定を受けることが
できた。７月にICT機器活用実践
研修を実施し、教育実践の共有
と積極的な情報機器の活用を促
進することができた。 

寄宿舎
指導 

仲間と
ともに
生活を
豊かに
する寄
宿舎の
実現 

安心安全な寄
宿舎生活の実
現 

各棟の代表を
中心に寄宿舎
生全員で協力
し合って、日
常の充実を図
る。 

継続して新型
コロナウィル
ス感染症予防
対策を実施す
ることで意識
付けを行う。
また、新しい
生活様式や工
夫した行事等
を実施する。 

Ｂ 

寄宿舎生自ら、新型コロナウィ
ルス感染症予防対策を目標に挙
げ、各自が手指の消毒、マスク
着用等の対策を実施できた。引
き続き、感染症予防対策を実施
していきたい。また、行事に関
しては、感染症予防対策を徹底
して、全体で取組むことができ
た。 

仲間とともに
生活を送る中
で、互いの良
さを認め合い
、互いの立場
を尊重する態
度の育成 

いじめを許さ
ない集団づく
りを目指し、
感謝の気持ち
を表す取組を
実践する。 

寄宿舎での人
権教育の取組
を学期に１回
実施する。ま
た、生活の中
で、挨拶を励
行したり、感
謝の気持ちを
表したりでき
るようにする
。 

Ｂ 

１学期は、「いじめを許さない
宣言」と職員より人権講話の取
組、２学期は、「感謝の木（制
作）」の取組、３学期は、「自
分の自慢できる所や得意なこと
」を発表する取組を実施するこ
とができた。生活の中では、点
呼時や朝の集いを通して挨拶を
励行し、起床後や下校後等の場
面、場面での挨拶ができた。ま
た、配膳等で御礼や感謝の気持
ちを伝えることができた。 

 
 

４ 学校関係者評価 
・保護者、職員ともに概ね 1 又は２の評価であり、非常に高い評価を受けている。普段は出しにくい
具体的な意見を拾いあげる機会となるので、このようなアンケートは有効。 
・来校が厳しい状況の中でＩＣＴを活用したアンケートや情報発信等を工夫されている。 
・Ｚｏｏｍの使用やＩＣＴ機器の活用等は関与棒としても有効な手段だった。コロナ禍の下、子ども
たちの学びを止めない教育課程の実施に向けた工夫がなされている。 
 
 

 

５ 総合評価 
・コロナ禍の下、引続き学校行事で感染症予防のため計画を縮小し、運動会や学校祭「きらり祭」を
平日開催とし、保護者には Zoom や classroom を使った配信をおこなった。実施方法の工夫や今後の
行事計画に活かしていきたい。ICT 機器を活用した学習が、環境と職員のノウハウがさらに蓄積され、
有効に活用された。 
・年間を通じ文化系の作品製作（制作）や作文等のコンクールにも応募するなどの活動を通して、各
種表彰を受ける成果を挙げることができた。 
・働き方改革では、職員の業務改善を継続しながら、個人の就業時間の管理がわかりやすいように衛
生委員会をとおして取り組んだ。就業時間については昨年度よりさらに職員の意識の向上がみらた。 
・児童生徒の健康観察にこれまで以上の注意を払い、より安全で安心な学校環境整備について、様々
な工夫が必要である。 

 
 
 



 
 

６ 次年度への課題・改善方策 
・ＩＣＴ機器のより積極的な活用をより推進し、肢体不自由を対象とした学校として特色を発揮で
きる教育活動を実践していく。 
・学校全体での研究については、研究紀要の作成し成果を上げることができた。更に推進を継続し
ていきたい。 
・「働き方改革」を推進し、効率の上がる業務改善、職員の健康状態の把握、共有の体制づくりを確
かなものとし実施していく。 
・ほほえみスクールライフ支援事業では、学校、保護者、看護師の協力連携が更に大切になるため、
関係職員、保護者、看護師への丁寧な説明と情報共有が必要。 
・児童生徒一人一人を大切にして、それぞれの個性を的確に掴み、学習指導や生活指導・支援等に
活かせるような取組を実践していく。また、職員自身も自らのスキルアップに繋げていくような自
己研鑽も積ませていく。 

 


